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ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入検討等支援委託プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

  本実施要領（以下「実施要領」という。）は、当該委託業務の受託者を、公募型プ

ロポーザルにより選考する手続きについて、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

２ 業務の概要 

⑴ 件名 

   ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入検討等支援委託 

 ⑵ 事業の目的 

本業務は、公共施設等総合管理計画に定める基本的な考え方に基づき、公民連

携等による様々な創意工夫を凝らし、資産の有効活用を推進するに当たり、本市

におけるＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入に向け、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入を優先的に

検討するための規程及び実務的なマニュアルを作成するため、専門的・技術的な

支援を得ることを目的とする。 

 ⑶ 業務の内容 

   別紙仕様書（案）のとおり 

 ⑷ 履行期間 

   契約確定日の翌日から令和６年３月３１日（日）まで 

 ⑸ 予算予定額（見積限度額） 

４，７８８千円（消費税及び地方消費税額を含む。） 

※見積限度額を超えた提案は無効とします。 

 ⑹ 支払い方法 

   業務完了後一括払い 

 

３ 実施形式 

  公募型プロポーザル方式 

 

４ 契約の相手方の決定方法 

 あらかじめ定められた審査基準に基づき、「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入検討等支援委

託プロポーザル審査委員会」で公正な審査を行い、候補者及び次点者を選定する。 

本業務委託の実施に際して、企画提案の内容をそのまま実施することを約束する

ものではない。選定後には、候補者と委託者は、企画提案の内容をもとにして、業

務の履行に必要な具体の履行条件などの協議と調整（以下「交渉」という。）を行う

ものとする。この交渉がまとまらない場合は、次点者と交渉を行うこととなる。 

 

５ 資格要件 

本プロポーザルへ参加するための資格要件（以下「資格要件」という。）は、次に

示す全ての事項に該当する者とする。 
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⑴ 東京電子自治体共同運営電子調達サービスにおける物品買入れ等競争入札参

加資格を有する者で、申請先自治体に「小金井市」の登録がなされている者であ

ること又は現に登録がない者で、本件契約手続き開始までに「東京電子自治体共

同運営電子調達サービス」により入札参加資格審査申請を行い、申請先自治体に

「小金井市」の登録を行うことができる者であること。 

⑵ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ないこと。 

⑶ 小金井市から指名停止措置を受け、指名停止期間中でないこと。 

⑷ 小金井市契約における暴力団等排除措置要綱の別表各号に掲げる措置要件に

該当しないこと。 

⑸ 国税及び地方税に滞納がないこと。 

⑹ 経営不振の状態（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項の

規定に基づき更正手続開始の申立てをしているとき、民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）第２１条第１項の規定に基づき再生手続開始の申立てをしてい

るとき、手形又は小切手が不渡りとなっているとき等。）にないこと。 

⑺ 平成３０年度～令和４年度において、小金井市又は他官公庁において類似業

務の受託実績（平成３０年度～令和４年度に契約したもので、既に履行を完了し

ているもの。）があること。 

 

６ プロポーザル日程について 

番号 内    容 期   日   等 

１ プロポーザル実施要領等の配布 

令和５年４月２４日（月） 

～ 

令和５年５月８日（月） 

２ 参加希望申請書等の提出期限 令和５年５月８日（月） 

３ 資格審査の結果通知 令和５年５月１１日（木） 

４ 質問書の提出期限 令和５年５月１６日（火） 

５ 質問書に対する回答（予定） 令和５年５月１９日（金） 

６ 企画提案書等の提出期限 令和５年５月３１日（水） 

７ 第一次審査（書類審査） 

令和５年６月１日（木） 

～ 

令和５年６月９日（金） 

８ 第一次審査の結果通知 令和５年６月９日（金） 

９ 
第二次審査（企画提案書の審査、プレ

ゼンテーション及びヒアリング実施） 
令和５年６月２８日（水） 

１０ 第二次審査の結果通知 令和５年６月３０日（金） 

１１ 事業候補者決定及び契約締結（予定） 令和５年７月下旬 

 

 



 3 

７ プロポーザル実施要領等の配布場所及び期間 

⑴ 配布場所 「15 問合せ先」のとおり 

 ※ 市ホームページからもダウンロードできます。 

 ⑵ 配布期間 令和５年４月２４日（月）から５月８日（月）土日・祝日を除く 

午前８時３０分から午後５時まで。（正午から午後１時を除く。） 

 

８ 参加資格確認書類の提出 

 ⑴ 提出書類    

番号 提出書類の名称 提出部数 

１ 参加希望申請書【様式１】 １部 

２ 会社概要及び類似業務実績【様式２】 １部 

⑵ 提出期限 令和５年５月８日（月）午後５時まで 

 ⑶ 提出方法 直接窓口へ持参又は配達証明付書留郵便による郵送（当日必着）の

いずれかにより提出すること。 

 ⑷ 提 出 先 「15 問合せ先」のとおり 

 ⑸ 資格要件の確認 

   提出書類を基に参加資格の確認を行い、令和５年５月１１日（木）までに結果

を申込者へ電子メールにて通知する。 

  

９ 質疑と回答 

⑴ 提出書類 質問書【様式３】 

⑵ 提出期限 令和５年５月１６日（火）午後５時まで 

⑶ 提出方法 電子メール 

      ※ 電子メール送信後、「15 問合せ先」に電話で確認すること。確認

時間は、土日・祝日を除く午前８時３０分から午後５時までとする

（正午から午後１時を除く）。電子メールの通信事故については、市

はいかなる責任も負わないこととする。 

⑷ 提 出 先 「15 問合せ先」のとおり 

⑸ 質問回答 令和５年５月１９日（金）（予定） 

※ 回答は、担当部署において事項別に取りまとめを行い、電子メールで回答す

る。（個別回答は行わない。）本業務に関係ない質問については、原則として回

答しないものとする。なお、質疑に対する回答は、本要領と同等の効力が生じ

るものとする。 

 

10 企画提案書等の提出 

⑴ 提出書類 

企画提案書（以下、「提案書」という。）は次表①～⑤の順序で製本し、インデ 

ックスを付け、簡易なＡ４ファイルで提出すること。 

ア 正本１部（代表者押印のもの） 
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イ 副本８部（正本の写し。正本がカラー印刷を含む場合は、副本もカラー印刷 

とすること。なお、副本においては、事業者名が特定される記述やロゴマーク 

等は削除、黒塗りした上で、副本として整えること。） 

 

① 類似業務実績書 

【様式２】 

・８⑴番号２と同じものとし、契約実績の内容が確認

できる書類は添付不要とする。 

② 業務提案書 

【任意様式】 

・別紙「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入検討等支援委託仕様

書（案）」を網羅したものとして、具体的かつ専門的な

視点から提案を行うこと。 

・業務提案書はＡ４判横２０ページ以内（片面印刷と

し、ページ数に表紙及び目次は除く）とする。 

・提案趣旨やアピールしたいポイントなどを簡潔にわ

かりやすく記述すること。 

③ 

業務実施体制及

び業務責任者実

績書 

【様式４】 

・契約締結後における業務の実施体制（業務責任者及

び業務担当者の氏名、過去の実績及び担当する業務等）

について記載すること。 

④ 業務工程表 

【任意様式】 

・Ａ４判に業務工程を記載すること。 

・本市と提案者の役割分担を明示すること。 

⑤ 見積書 

【任意様式】 

・見積額と具体的な積算内訳をＡ４判に記載するこ

と。 

・見積額は、税抜金額及び税込金額を両方記載するこ

と。 

 

⑵ 提出期限 令和５年５月３１日（水）午後５時まで（必着） 

 ※ 受付時間は土日・祝日を除く午前８時３０分から午後５時までとする（正午

から午後１時までを除く） 

⑶ 提出方法 直接窓口へ持参又は配達証明付書留郵便による郵送（当日午後５時 

必着）のいずれかにより提出すること。 

 ⑷ 提 出 先 「15 問合せ先」のとおり 

 

11 プロポーザル審査方法 

庁内に「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入検討等支援委託プロポーザル審査委員会」を設

置し、提案内容について、別紙の「選定審査基準」に基づき、審査を行う。 

⑴ 第一次審査（書類審査） 
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提出書類により、すべての提案者の審査を行い、上位３者を、第一次審査通過 

  者として選定する。第一次審査の審査結果は、すべての提案者に通知する。 

なお、参加者が３者以下であった場合は、第一次審査は行わずに、第二次審査 

において、第一次審査の項目と第二次審査の項目と併せて審査する。 

⑵ 第二次審査（プレゼンテーション及びヒアリングによる審査） 

第一次審査通過者に対し、次のとおり第二次審査を行い、１位のものを候補者 

として、２位のものを次点者として選定する。また、提案者が１者の場合であっ 

ても審査を実施し、その提案内容が審査基準を満たすと認められる場合は、その 

事業者を候補者として選定し、協議を行う。 

ア 所要時間 

① 準備５分 

② 企画提案プレゼンテーション３０分以内 

③ 企画提案ヒアリング３０分程度 

イ 内容 

提出した資料に基づいてプレゼンテーションを行う。 

※ プレゼンテーションでの追加資料の提出は不可とする。 

ウ 参加人数 

業務責任者の出席は必須とし、本業務に主体的に関わる担当者、ＰＣ操作者 

等を含めて５人以内とする。 

エ 使用機器 

プレゼンテーションに必要な場合は、会場に用意するプロジェクター及びス 

クリーンの使用を可とする。ただし、パソコン等の機器は持参すること。 

⑶ その他 

ア 審査は非公開とする。 

  イ 総得点が第１位又は第２位であっても仕様書に沿わない場合や、得点が著し

く低い審査項目があり、業務遂行に支障があると認められる場合は、候補者又

は次点者に選定しないことがある。 

ウ 第二次審査時の質疑応答において市から確認された業務内容に関する事項に 

ついて記録しておくこと。 

エ プレゼンテーション及びヒアリングに参加しない場合は、失格とする。 

ただし、交通機関等の事故等真にやむを得ない理由がある場合は、速やか  

に事務局に連絡すること。 

 

12 審査結果 

⑴ 第一次審査の結果は、令和５年６月９日（金）に、提案書を提出した全者に電

子メールで通知する。 

⑵ 第二次審査の結果は、令和５年６月３０日（金）に、第二次審査に参加した全

者に電子メール及び郵送で通知する。 

⑶ 候補者に選定されなかった参加者は、審査結果を通知があった日の翌日から起
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算して７日（閉庁日を除く。）以内に、書面（電子メール）により選定されなかっ

た理由の説明を求めることができる。 

⑷ 前項により説明を求められたときは、説明を求めることのできる最終日の翌日

から起算して１０日（閉庁日を除く。）以内に書面（電子メール）により回答する。 

 

13 候補者との協議 

  候補者は、市と仕様について協議をするものとする。この場合に、市は必要に応

じて候補者の提案に対し、提案内容の趣旨を変更しない範囲において修正を求める

ことができるものとする。ただし、候補者との協議が整わない場合、市は、次点者

と協議を行うものとする。なお、候補者は、協議を行う際、第二次審査時の質疑応

答において市から確認された業務内容に関する記録を市に提出するものとする。 

 

14 留意事項 

⑴ 小金井市は、参加者が提出した資料（以下「参加者提出資料」という。）を次の 

とおり取扱うものとする。 

ア 参加者提出資料が次のいずれかに該当する場合、当該参加者提出資料を無効 

とする。 

① 本実施要領の規定に違反した記載がされているもの 

② 虚偽の内容が記載されているもの 

③ 見積書の通貨が日本円で記載されていないもの 

④ その他、設定した条件を満たしていないもの 

イ 参加者提出資料は、審査終了後、小金井市において適切に廃棄することとす 

る。（ただし、契約相手方となることが予定される者については、この限りでは 

ない。）返却を希望する場合は、返送用の封筒及び切手（返却書類量に応じたも 

の。）を提出資料と併せて提出すること。なお、返信用封筒及び切手の提出がな 

い場合は、参加者提出資料の廃棄を希望したものとみなす。 

ウ 小金井市が、本委託業務のプロポーザルに関する報告、公表等のために必要

な場合は、契約の相手方の承諾を得て提案書の内容を無償で使用できるものと

する。参加者提出資料は、選考を行う作業において必要な範囲で複製を作成す

ることがある。なお、参加者提出資料は小金井市情報公開条例に基づき公表さ

れることがある。 

⑵ 参加者は、参加希望申請書提出後に辞退する場合は、辞退理由等を記載した辞 

退届（様式自由）を提出すること。 

⑶ 小金井市が提供する資料は、小金井市の許可なく公表及び目的外に使用するこ 

とはできないものとする。 

⑷ 応募に際して要した費用は、参加者の負担とする。 

⑸ 提出後の提案書等の修正又は変更はできない。また、提案に記載した配置予定

の業務責任者及び業務担当者は、病休、死亡、退職等の極めて特殊な場合を除き、

変更することはできない。 
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⑹ 候補者が契約までに、応募資格等を喪失した場合や、契約に際して事故がある 

場合は、次点者を候補者とする場合がある。 

⑺ 市ホームページ（入札契約情報）に掲載している「業務委託契約書（約款）」、 

「小金井市競争入札等参加者心得」及び「小金井市契約における暴力団等排除措 

置要綱」の内容を熟知のうえ参加すること。 

⑻ 契約の相手方は、契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を契約締結時に 

納付しなければならない。ただし、小金井市契約事務規則第４７条第２項各号の 

一に該当する場合は、契約保証金の全部又は一部を免除することがある。 

 ⑼ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況から、本プロポーザルの日程や審査 

方法に変更が生じる場合がある。 

 

15 問合せ先 

  〒１８４－８５０４ 

  小金井市本町六丁目６番３号  

  小金井市企画財政部企画政策課企画政策係 

電 話：０４２－３８７－９８００ 

ＦＡＸ：０４２－３８７－１２２４ 

E-mail：s010199@koganei-shi.jp 

 


